
 

平成２４年３月３０日 

平成２３年（１月～１２月期）工場立地動向調査結果（速報） 

 

経済産業省は、工場を建設する目的で平成２３年（１～１２月）に１，０００

㎡以上の用地を取得した製造業、電気業、ガス業、熱供給業の事業者を対象に「工

場立地動向調査」を実施し、結果を取りまとめましたので、公表します。 

平成２３年１月から１２月における全国の工場立地件数は８６９件（前年比１

０．６％増）、工場立地面積は１，０２１ha（前年比４．８％減）となりました。 

 

工場立地件数は前年比で１０．６％増。工場立地面積は同４．８％減。 

○工場立地件数    ８６９件（前年７８６件） 

○工場立地面積  １，０２１ha（前年１，０７２ha） 

●平成２３年の工場立地件数は、調査を開始した昭和４２年以降、過去最低で

あった前年は上回ったが、過去４番目に低い水準。 

●半期毎では、上期（１月～６月）が４０３件、４２１ha に対し、下期（７

月～１２月）が４６６件、６００ha となっており、工場立地件数、面積と

もに増加。なお、下期の工場立地件数（４６６件）を前年同期と比較すると、

７．４％増（平成２２年下期４３４件）（詳細は、別紙２参考表） 

 

 

＜参考＞東日本大震災における被災地域の工場立地の概況 

●東日本大震災により災害救助法の適用を受けた７県（東京都を除く、青森県、岩

手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県及び千葉県。）での工場立地件数は１３０

件（前年 １４２件、前年比 ８．５％減）、同７県における工場立地面積は１５６ha

（前年 ３６６ha、前年比５７．５％減）であった。 

 



 

別紙１：平成２３年工場立地動向調査結果（速報）の概要 

別紙２：平成２３年（１月～１２月期）における工場立地動向調査について（速報） 
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別紙１ 

平成２３年工場立地動向調査結果（速報）の概要 

 

１．総論 

平成２３年の工場立地件数は、８６９件（前年比８３件増）、工場立地面積は、

１，０２１ha（同５１ha 減）となった。工場立地件数は、調査を開始した昭和

４２年以降、過去最低であった前年は上回ったが、過去４番目に低い水準。 

また、前年比で見ると、工場立地件数は４年ぶりに前年を上回ったが、工場

立地面積は４年連続して減少となった。 

 工場立地件数及び工場立地面積の低迷は、海外経済の減速や、円高の進行等

による企業の国内設備投資計画の凍結・見直しや海外投資の拡大、東日本大震

災の影響などが要因と考えられる。 

 なお、半期毎では、上期（１月～６月）が４０３件、４２１ha に対して、下

期（７月～１２月）が４６６件、６００ha となっており、工場立地件数、工場

立地面積ともに増加している。また、下期の工場立地件数（４６６件）を前年

同期と比較すると、７．４％増。（平成２２年下期４３４件）（詳細は、別紙２

参考表） 

 
 

＜参考＞東日本大震災における被災地域の工場立地の概況 

東日本大震災により災害救助法の適用を受けた７県（東京都を除く、青森県、岩手

県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県及び千葉県。）での工場立地件数は１３０件（前

年 １４２件、前年比 ８．５％減）、同７県における工場立地面積は１５６ha（前年 ３６６

ha、前年比５７．５％減）であった。 

 

 

 



２．主な業種別の工場立地動向 

立地件数を業種別に見ると、立地件数の多い順に①食料品製造業１５５件（構

成比１７．８％）、②金属製品製造業１００件（同１１．５％）、③輸送用機械

器具製造業６４件（同７．４％）、④生産用機械器具製造業６１件（同７．０％）、

⑤プラスチック製品製造業５９件（同６．８％）の順となった。 

また、立地件数が前年比で増加した業種を見ると、①金属製品製造業（前年

７２件→１００件）、②飲料・たばこ・飼料製造業（同２６件→４６件）、③生

産用機械器具製造業（同４７件→６１件）であった。 

※詳細は、別紙２「平成２３年（１～１２月）における工場立地動向調査につ

いて（速報）」の付表－１８－１、２０を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２０年４月施行の（第１２回改訂）日本標準産業分類に準じている。 

 

（件）
13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

食料品 169 161 189 182 197 176 180 165 150 171 155
飲料・たばこ・飼料 35 49 46 48 47 44 50 31 25 26 46
化学工業 75 47 67 73 67 89 78 111 66 49 56
プラスチック製品 84 56 82 83 107 130 139 109 48 54 59
鉄鋼業 36 34 33 37 56 85 77 98 39 31 30
金属製品 98 62 86 106 183 276 274 198 69 72 100
はん用機械 97 42 21 28
生産用機械 181 82 47 61
業務用機械 42 20 20 28
電子・デバイス 62 26 38 82 47 74 72 69 26 22 31
電気機械 52 31 36 49 66 63 59 60 30 35 35
輸送用機械 62 51 95 120 160 153 206 208 74 65 64



３．地域ブロック別、都道府県別の工場立地動向 

 地域ブロック別に工場立地動向を見ると、立地件数では、東海（前年１２４

件→１４６件）、北九州（同４３件→６０件）、近畿臨海（同６４件→７７件）

等の地域が前年比で増加となった。 

 立地面積をみると、北九州（同３６ha→１０６ha）、近畿内陸（同５５ha→９

４ha）、関東臨海（同４１ha→７０ha）等の地域が前年比で増加となった。一方、

関東内陸（同３１６ha→１４４ha）、南東北（同１４５ha→８５ha）等の地域が

前年比で大幅な減少となった。 

上位地域は、①東海（１４６件）、②関東内陸（１３１件）、③南東北（９２

件）となり、都道府県別では、①兵庫県（５６件）、②愛知県（４３件）、③静

岡県（３７件）となった。 

※詳細は、別紙２「平成２３年（１～１２月）における工場立地動向調査につ

いて（速報）」の付表－１、付表－２を参照。 

 

 

（備考）各地域に含まれる都道府県

北海道 北海道 近畿内陸 滋賀、京都、奈良

北東北 青森、岩手、秋田 近畿臨海 大阪、兵庫、和歌山

南東北 宮城、山形、福島、新潟 山陰 鳥取、島根

関東内陸 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 山陽 岡山、広島、山口

関東臨海 埼玉、千葉、東京、神奈川 四国 徳島、香川、愛媛、高知

東海 静岡、愛知、岐阜、三重 北九州 福岡、佐賀、長崎、大分

北陸 富山、石川、福井 南九州 熊本、宮崎、鹿児島、沖縄


